
一般社団法人 岡山県手をつなぐ育成会 

会計事務処理規程 

 

                                                   平成１５年１０月１５日 

第９０回  理事会議決 

 

（目 的） 

第１条 この規程は、社団法人岡山県手をつなぐ育成会（以下「法人」という）定款第 

３６条の規定に基づいて、この法人の会計及び経理の取扱いについて必要な事項を定 

めたものである。 

 

（予算編成） 

第２条 この法人は、毎事業年度ごとに収支予算書を作成し、理事会並びに総会の承認 

を得なければならない。 

  ただし、毎年度中途においてやむを得ない事由により、追加又は更正の必要がある 

  と認めたときは理事会の承認を得て収支予算の補正を行うことができる。 

 

（予備費） 

第３条 予測しがたい支出予算の不足を補うため、理事会の同意を得て支出予算に相当 

額の予備費を計上することができる。 

 

（支出予算の流用） 

第４条 予算科目に不足が生じたときは、会長の承認を得て、費目相互において予算を 

流用することができる。 

 

（決 算） 

第５条 この法人は、毎事業年度終了後決算を行い、決算諸表を作成して、理事会並び 

に総会の承認を得なければならない。 

 

（取引金融機関の指定） 

第６条 この法人の取引金融機関として、次のものを指定する。 

 １ 株式会社 中国銀行 本店 

 ２ 株式会社 ゆうちょ銀行 岡山南方郵便局 

  ３  株式会社 トマト銀行 本店 

 ４ おかやま信用金庫 野田屋町支店 

 ５ 株式会社 みずほ銀行 岡山支店 

  ６ 株式会社 三菱東京ＵＦＪ銀行 岡山支店 

（会計責任者）   

第７条 この法人の会計は、会長が統括し事務局長が責任者となって、適正に処理しな 

ければならない。 



  ただし、事務局長が欠員のときは、会長が任命する理事をもって事務局長を代行す 

ることができる。 

 

（伝票及び帳簿） 

第８条 この法人の会計は、それぞれ勘定科目により整理する。 

２ 勘定費目の設定、改廃は会長が決める。 

第９条 この法人の経理は、すべて伝票によって処理する。 

３ 伝票は、会計責任者の認印を必要とする。 

第 10 条 この法人の会計帳簿は、日計簿、勘定元帳、月別決算書、現金預金台帳、現金 

出納簿、備品台帳、証憑綴とする。 

第 11 条 会計帳簿及び証憑書類は、次のとおりによって保存しなければならない。 

 １ 会計帳簿                        １０ 年 

  ２ 証憑書類                         １０ 年 

 ３ 日計簿、勘定元帳                 １０ 年 

 ４ 決算諸表、附属明細表                         永  年 

 

（預金の取り扱い） 

第１２条 この法人の預貯金は、次のとおりの名義とし、会計責任者は証書類を厳重に 

保管しなければならない。 

     定期預金証書  本会計  会長名義        福祉互助制度 運営委員長名義 

      普通預金    本会計  事務局長名義    福祉互助制度 運営委員長 

      郵便振替        本会計    会長名義        福祉互助制度 運営委員長 

 

（現金の管理） 

第１３条 収入金等を現金で受け入れたときは、遅滞なく取引金融機関に預け入れなけ 

ればならない。 

２ 現金により支払う場合は、預金から引き出し後速やかに支払わなければならない。 

３ 現金は、常務上必要な手許現金を除き、その保管する全てを取引金融機関に預金す 

るものとする。 

 

（小口現金） 

第１４条 手許現金は、常用経費その他の経費の小口支払いに充当するための小口現金 

である。 

２ 前項に規定する小口現金の限度額は、３０万円とする。 

３ 小口現金から支出するときは小口現金出納帳にその都度記帳整理するものとする。 

４ 小口現金の範囲は、以下のものとする。 

（１）謝金及び旅費 

（２）常用の雑費 

（３）物品の取得に要する雑費 

（４）その他、会長が必要と認めた経費 



 

（借入れ） 

第１５条 会長は業務運営上必要と認めるときは、この法人の他の会計又は金融機関か 

ら短期借入れをすることができる。 

    ただし、金融機関からの借入れについては、理事会の承認を得なければならない。 

 

（送 金） 

第１６条 会員が法人に払込みをした場合、又は法人が会員に送金した場合の領収書は、

郵便局又は金融機関の発行する領収証書をもってこれに代えることができる。 

 

（退職給与積立金） 

第１７条 法人は毎事業年度末日において在籍する職員全員が、自己の都合により退職 

するものと仮定して、給与の０．６ヶ月分を退職給与積立金として積み立てなければ な

らない。 

 

（その他） 

第１８条 この規程に明示していない事項については、会計責任者が会長の承認を得て 

実施するものとする。  

 

第１９条 この規程の改廃は、理事会において行う。 

 

 附  則 

１ この規程は、平成１５年４月１日から施行する。 

 

  附  則 

１ この規程は、平成１８年４月１日から施行する。 

 

  附  則 

１ この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 

 


